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年 頭 の ご 挨 拶

佐賀県農業会議 会 長 馬 郡 修

平成２４年の新年を迎えるに当たり、一言、ご挨拶

を申し上げます。

昨年は、わが国にとって極めて重大な二つの案件が

ありました。

一つは３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震

・大津波による東電原発事故であります。この大地震

・大津波により多くの尊い命が奪われました。農業関

係では、被災農地は２３，６００㌶に及び、農業用施設・農畜産物等も甚大な

、 、 、 、被害を蒙り また 原発事故による農畜産物の出荷制限・自粛 風評等の被害

放射能物質調査の実施など依然として厳しい状況にあります。

次は国論を二分する 問題であります。TPP
野田首相は１１月１１日に「参加に向けて関係国との協議に入る」との会見

を行い、１２，１３日の 首脳会合でその旨を表明しています。APEC
農業委員会系統組織では、この間 「情報開示と国民的議論がなされていな、

いこと 「東日本大震災の復旧・復興に逆行するものであること 「日本農業」 」

再生と両立しないこと」を理由に、 交渉への参加反対を求めてきたところTPP
です。今後は、引き続き推移を厳しく注視し、日本農業の再生に向け組織の総

力を挙げて取り組まなければならないと考えています。
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更に 「農業委員会 「農地制度」を巡る情勢についても、行政刷新会議に、 」

おいて農業生産法人の要件の更なる緩和や、農業委員会のあり方の見直しが求

められています。また 「食と農林漁業の再生実現会議」は改正農地法の徹底、

検証など農業委員会等組織のあり方等についての中間提言を行い、農業委員会

の今日的意義と役割、活動のあり方、組織のあり方について議論がなされてい

ます。

こうした中で、昨年は３年に一度の農業委員統一選挙が行われ、７月に１１

９名の新任農業委員が誕生し、新たな体制がスタートしたところですが、農業

者の公的代表として農業委員会組織が果たすべき役割である「国民への食糧供

給と国土・環境保全の基盤となる“農地”を守っていくこと」「地域農業の

“担い手”を確保していくこと」を念頭に置き、農地パトロールや農家相談活

動を中心に遊休農地の発生防止や解消、優良農地の確保と有効利用、担い手の

確保の取り組みを今後更に強化していく必要があります。

結びに、今年は気象災害などもなく、社会生活が安定したものとなることを

心から祈念申し上げるとともに、農業委員会組織関係者皆様の益々のご奮闘を

期待申し上げ、年頭のご挨拶といたします。

前基山町農業委員会会長の坂口さんに農林水産大臣が表彰

昨年１２月２６日、基山町農業委員会

の前会長の坂口泰祥さんが永年に亘る農

業委員としての顕著な功績が評価され、

「 」 。農林水産大臣表彰 を受けられました

、佐賀市で行われた表彰状の伝達式では

佐賀県生産振興部の小野原虎彦部長が坂

口さんの功績をたたえ祝辞を述べ、表彰

状を伝達しました。

坂口さんは 「受賞したことを大変光栄、

に存じます。本町では、これまでに農地の有効利用を図るため耕作放棄地の現

地調査を行い、またこれ以上耕作放棄地を増やさぬよう農業委員全員で指導し

てきました。また、担い手確保のため、認定農業者の掘り起こしや農業関係者

との意見交換等を行いました。これらの活動は、私一人ではできません。ひと

えに農業委員会の活動に参加、協力頂いた方々、県や農業会議の指導のおかげ

だと思っています。農業委員は卒業しましたが、今後とも農業委員活動に協力

したいと思います 」と感謝と今後の抱負を述べられました。。

農林水産大臣表彰を受賞

された坂口前会長（右）
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全国農業委員会会長代表者集会が開催

平成２３年度の全国農業業委員

会会長代表者集会（主催：全国農

業会議所）が、１２月７日に東京

・砂防会館で開催されました。

当日は、全国各地の農業委員会

， 、会長など約１ ０００人が参集し

本県からは馬郡会長他県内の農業

委員会会長など２１名が参加しま

した。

集会は２部構成で実施され、

第１部は講演・活動事例発表。

弁護士の高木賢氏が「農業委員会のさらなる取り組みに期待する」と題して講

演されました。

高木氏は 「農地に関する問題を裁く行政組織が備えるべき要件としては、、

地域の農地と農業に精通するとともに、許認可業務等に係る公正・公平性の確

保と透明性の確保が不可欠である。この要件を満たすには、一般の行政ライン

から距離を置いた農業委員会をおいてほかにない 」と力説。。

その上で 「新しい仕事を含めその業務を粛々と行い、農業委員会が働いて、

いる姿を世間に見せることが必要である 」と「見える化」を参加者とともに。

確認しました。

その後、埼玉県深谷市農業委員会の塚越石夫会長、長野県飯島町農業委員会

の森本令子会長、宮城県仙台市農業委員会の渡邉龍彦会長が、農業委員として

の現場での取り組みについて発表を行いました。

第２部では、要請・申し合わせ決議がなされ、要請については「東日本大震

災からの復興と食と農業の再生に向けた要請 「 交渉参加撤回を求める要」、 TPP
請」の２項目が、また「地域に根差した農業委員会活動のさらなる取り組みに

関する申し合わせ決議 「情報提供活動の一層の強化に関する申し合わせ決」、

議」の２項目について申し合わせがなされました。

農業委員の活動強化を決議
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農業者年金加入推進セミナーが開催

平成２３年度農業者年金加入推

進セミナー(主催：全国農業者年金

連絡協議会・全国農業会議所)が１

２月６日に東京・砂防会館で開催

されました。

当日は、全国の農業者年金協議

，会会長・農業委員会会長など約１

０００人が出席、本県からも２１

人が参加しました。

セミナーでは、最初に元宇宙飛行士の秋山豊寛氏による「農業と暮らし～原

発難民となって思うこと」と題して、農業ができることのすばらしさについて

講演が行われました。

その後のパネルディスカッションでは 「更なる加入推進に向けて、いま何、

」 、 、が必要か をテーマに 現場で加入推進に取り組んでいる４人のパネリストが

それぞれの取り組みや今後について語りました。

北海道中標津町農業委員会の安田稔会長は「農業委員会と が協議をしてJA
、 」加入推進対象リストを作り 年間５０人の加入目標を立てて戸別訪問を行った

と語り、特に の営農指導担当者が確定申告時に率先して戸別訪問に取り組JA
んで成果を挙げたことを強調しました。

栃木県栃木市農業委員会の大出陽子委員は 「イチゴ農家に加入を勧めた。、

限度一杯の月額６７，０００円を５年続ければ、積立額が４００万円ほどにな

ることや、税制の優遇措置などを説明し、その結果、子育てを終えた５０代半

ばの女性２名を加入させた」ことを述べました。

受給者の立場から 新潟県五泉市農業者年金受給者連盟の斎藤進会長は １、 、「

２月から翌年２月までの強調月間に戸別訪問に協力している」と語り、その際

には 「本人だけでなく両親にも説明して制度の理解を得るようにしている」、

と述べました。

宮崎県宮崎市農業委員会の岩切直人主任主事は 「まず、制度を知らなかっ、

たということがないようにすることが大切」５００人の加入対象者を年齢や認

定農業者、家族経営協定締結農家などで８０人に絞り込み、リストを農業委員

に渡して、戸別訪問に取り組んだ事例を紹介 「 の青年部長など地域のリー。 JA
、 」 。ダーに加入を勧め 周囲の人へと広げていくことが有効である と述べました

最後に今後の取り組みについて、安田会長は「ご主人だけが農業者年金をも

現場から取り組みを開陳
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らい、奥さんは国民年金だけということがないように、夫婦そろっての加入を

勧めていく 」。

大出委員は 「農業経営は大変だが、農家の女性は元気。今後も女性を重点、

対象者として働きかけたい。我々も制度をよく理解し、自信を持って説明でき

なくてはならない 」。

斎藤会長は「徐々に制度への理解が深まってきている。老後生活と年金への

関心も高い。それをどう活かすか、英知を結集して取り組みたい。農家との普

段の付き合いも大切だ 」。

岩切主任主事は「女性の加入者が２６名と、まだまだ少ない。また、今後は

新規就農者が増えると思うので、女性や新規就農者に制度を周知していきた

い 」と意気込みを語りました。。

今年度もあと３ヶ月！農業者年金加入推進の追い込みを！！

農業者年金の加入推進について、単年度目標の１１２人に対し、１２月現在

（基金受付分）で４２人、目標の３７．５％に止まっており、単年度目標の達

成には、あと７０人が必要です。

※市町ごとの加入者数

９人＝佐賀市、白石町、７人＝唐津市、５人＝小城市

２人＝武雄市、江北町

１人＝神埼市、吉野ヶ里町、上峰町、多久市、玄海町、伊万里市、

大町町、太良町

本県では、２３年１１月から今年２月までを「加入推進強化月間」と定め、

重点的に戸別訪問活動を強化することにしています。

今年度もあと３ヶ月。農業委員会はＪＡと十分な連携を図り、目標達成に向

けた加入推進の追い込みをお願いします。

農業施策についての県への要請を実施

今日の農業・農村は、農業担い手の

高齢化や減少が進行する中で、改正農

地法の普及・定着化や農業者戸別所得

補償制度の本格実施に向けた対応、更

には、環太平洋パートナーシップ（Ｔ

ＰＰ）協定交渉問題など大きく変化し

ています。

小野原部長（右）に要請書を手渡す

馬郡会長
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このような情勢に対処し、県内の農業委員会では、それぞれの地域の農業者

の声を農業施策に反映するため 「地域農業者と農業委員との意見交換」が行、

われました。

県農業会議の馬郡会長はこうした意見交換で出された提言・意見等を踏ま

え、１１月２日、佐賀県生産振興部の小野原虎彦部長に対し、下記事項につい

て要請を行いました。

１．農業戸別所得補償制度の拡充

２．担い手対策の充実

３．鳥獣害対策の充実・強化

４．耕作放棄地対策の充実・強化

５．環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）の対応

６．地域・県産米の学校給食等地元での活用

７．軽油免税措置の延長

８．農業委員会の体制整備と交付金等予算確保

これに対し、小野原生産振興部長から次のような回答がありました。

○生産数量目標の配分に当たっては、生産調整協力県の目標数量が減じら

れることがないような措置を講じるよう、国に対して要請している。

○国では、担い手の経営発展を支援する「強い農業づくり交付金」のうち

施設整備等については、平成２３年度の３１億円から６０億円に増額し

て概算要求されている。また、青年新規就農者を確保するための大規模

の予算（158億円余）で「新規就農総合支援事業」が新規に要求されて

おり、その内容を確認し活用を検討したい。

○平成２３年度限りとされていた国の「鳥獣被害緊急総合対策」は「強い

農業づくり交付金」の中で、２３年度と同様な予算規模（１１３億円

余 、内容で要求されている。狩猟資格の維持に係る費用等の軽減につ）

いては、特別交付税措置が講じられているので有効活用いただきたい。

○県独自の「耕作放棄地再生利用対策」については、財政状況が極めて厳

しい状況にあり、より効果的な方策があるかどうかを含めて今後検討し

たい。

○ＴＰＰ問題について、知事はこれまで３月、６月の要請に加え、今回の

日程ありきで、議論のない中での推進は疑問であるとして、ＴＰＰ交渉

への参加は反対する旨、１０月２８日民主党に対して申し入れを行って

いる。
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○地元・県産米の学校給食等地元での使用は、県産米１００％となってい

る。

完全米飯給食は、小学校１７７校のうち２４校、中学校７１校のうち１

１校となっており、その取り組みが更に進むよう地域や保護者からの声

があがるよう期待している。

○軽油免税措置の延長については、生産者の経営を圧迫しないよう必要な

措置を講じることを国に対して要請している。

○改正農地法の施行に伴い、業務量が増大しており、体制整備の充実につ

いての理解の促進と農業委員会交付金の増額要請については引き続き取

り組んでいきたい。

平成２３年度第２回農業委員研修会を開催

１２月２１日、平成２３年度２回目の

農業委員研修会を武雄市北方町公民館で

開催しました。今年度は７月に統一選挙

が実施され、１２農業委員会が新しい体

制になったことから、８月と１２月の２

回開催しました。

今回の研修会では、前回の研修会で要

望の強かったＴＰＰ問題、特に国内農業

への影響についての講演や、県下農業委

員会が取り組んでいる遊休農地の確認と解消に向けた指導のあり方についての

活動事例の発表、農業委員に求められる日常業務（相談活動）の取り組み、農

業委員会業務に関係する平成２４年度国の新規就農・農地集積対策などの概算

要求内容の説明を行いました。

ＴＰＰ問題については、韓国の農業に詳しい佐賀大学経済学部の品川先生

が“ＴＰＰ問題を抱える日本への示唆”をサブタイトルに「韓国のＦＴＡ推進

と農業への影響」と題して、韓チリＦＴＡ、韓米ＦＴＡについての協定内容、

競争力強化と経営安定支援、廃業支援などについて紹介され、韓国ではＦＴＡ

対応として競争力強化を追求し、生産性の向上、大規模化の進展が見られる一

方、離農や里(集落)の農家数も減少、国内農業生産は後退しており 「経済連、

携推進と農業再生の両立」は不成立と分析し、一定の国境措置、国内価格の維

持の必要性を強調されました。

また、福岡県直方市農業委員会の渡辺事務局長が「耕作放棄地対策地の解消

一堂に会し農業委員研修を開催
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に向けた農業委員の取り組み」と題し、直方市における遊休農地の解消上の課

題を踏まえ 「地図情報システム（ＧＩＳ 」を活用した農地パトロールの実、 ）

施、農地パトロールの結果を踏まえた、農業委員会独自の指導文書や市長から

の改善文書の発送、農業委員による耕作・保全管理の実施などの取り組みによ

り、耕作放棄地解消の成果が挙がっている事例が紹介されました。

事務局からは、農地利用状況調査・耕作放棄地全体調査の進め方や改善指導

についての確認や会計実地検査の視点を踏まえた農業委員としての業務活動の

あり方などの留意点について説明が行いました。

農業雇用改善推進研修会を開催

厳しい雇用失業情勢や自然回帰などの気運の高まりから、農業に関心を寄

せる若者や中高年齢層の就農希望者が増加しています。

このため、農業会議では平成２１年度から「農の雇用事業」を実施し、農業

法人等での研修生受入れによる新規就農者の確保に取り組んでいます。

現在 「農の雇用事業」で採択された１０７人のうち７３人が就農されてお、

りますが、就農まで結びつかず、また就農しても離職したり、途中で就農を断

念するケースも多く見られることから、求職・求人を効率よくマッチングさせ

就業・定着を促進し、双方のメリットが一致するような安心して働ける雇用環

境の整備が必要となっています。

このようなことから、厚生労働省が所管する「農業雇用改善推進事業」を活

用し、農業法人等に対し雇用管理に関する相談、助言を行っており、本年度は

雇用・就業問題の改善と人材の確保・育成をテーマとして、農業の特殊性を踏

まえた、人事、服務規律、労働時間・休憩・休日、賃金などを定めた就業規則

の作成について、８月から１１月まで４回に亘り、社会保険労務士・北村眞士

氏による研修会を開催しました。

就業規則の整備は雇用のミスマッチの解消はもとより、経営の改善・確立を

図るうえで極めて重要であるので、研修参加者は自分の経営に合った規則を作

成するために熱心に受講されていました。
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江北町農業委員会の紹介

江北町農業委員の皆さん（前列中央が江頭義太会長）

１．江北町の農業の概要

江北町は佐賀県のほぼ中央部に位置し、東西に走る旧長崎街道を境に

北部は山間山麓地帯で、ゆるやかな南斜面をなした一連の山並みが走

っています。一方、南部の平坦地は、そのほとんどが農地であり穀倉

白石平野の一角を占めています。

また、ＪＲ長崎本線・佐世保線の分岐点である肥前山口駅を有し国

道３４号・２０７号 の 分 岐 点 で も あ る 交 通 の 要 衝 の 町 で も あ り ま

す 。 駅 南 部 の 江 北 バ イ パ ス 沿 線 に は 大 型 商 業 店 舗 等 が 出 店 し 、

大都市の福岡・長崎・佐世保へも特急列車で５０分圏内と、毎日の通

勤・通学に大変利便性の高い町として知られる農業・工業・商業が調

和した町です。

本町の農業は、温暖な気候と地味肥沃な土壌条件等の恵まれた自然

条件と高い農業生産技術を活用し、米・麦を基幹として、玉葱・レン

コン等の露地野菜、いちご・ブドウ・アスパラ・花き等の施設園芸、

ミカン・キウイフルーツ等の果樹、畜産を取り入れた生産性の高い営

農が確立されており、食料生産基地として活発な営農が展開されてい
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ます。

２．江北町農業委員会の概要

当委員会の農業委員は、選挙委員

９名、農業協同組合、農業共済組合

から推薦の委員２名及び町議会から

推薦の女性委員２名を合わせた、１

３名で構成されています。

３．農業委員会の主な取り組み

当委員会の主な活動としては、定例総会における農地法等に基づく権利移動

、 、や農地転用許可申請等についての議案審議及び許認可 意見書の添付をはじめ

町の農振計画変更に係る諮問に対する答申、違反転用・遊休農地の未然防止の

ための農地利用状況調査、また農作業の効率化を図るために農地利用集積の再

編を行い、認定農業者や集落営農組織等への農地の面的利用集積について、町

と一体となった取り組みを行っているところです。

４．江頭会長のコメント

現下の社会環境は、政治・経済を問わず未曾有の「東日本大震災」の早期復

興を目指した財政が厳酷さを増しております。同時にＴＰＰ問題は農業関係機

関のみならず金融・医療・保険・建設等へも影響しており、一歩間違えれば国

益をも根底から損なう危機存亡の様相を呈しています。

特に農業分野においては国際化競争の時代に対応すべく農業構造政策とし

て、多様な担い手を育成し、１０年後には自給率５０％を目指した農政改革と

して戸別所得補償制度と水田利活用・自給力向上事業が挙げられていますが、

長期的にわたり少子・高齢化の時代が進行する中、政策には持続的に期待と可

能性、夢のある地域農業に向けた農政理念が不可欠であります。

また、平成２１年１２月１５日に施行された新たなる農地改革におきまして

は、所有者優先から耕作者を重視されており、農地は常に有効かつ適正に利用

して自給率向上を図る必要があります。現に優良農地への農業生産法人や大企

業の本格的な農業参入が始まり、地域農業を守るためには何が重要であるかを

模索すれば、やはり競争力のある経営体の育成・確保が重要であります。

このような観点から、当農業委員会はその使命と役割を重視し、４年前から

戸別のアンケート調査を実施しました。その結果に基づき農家の理解と協力を

求めるため、本町一円を対象に区長・生産組合長・役員・各関係組織等への地

定例総会の模様
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区別説明会を開催し、現状の確認と国道２０７号線を基軸とした農地利用集積

計画（案）について検討を行いました。

まず大規模認定農業者・農業生産法人を対象に農地の面的集積を行ったとこ

ろですが、これにより町内農地の約３０％が各大字地域に集積されている状況

です。今後も継続して各地区の集落営農組織や認定農業者への集積を図る予定

であり、町内農地の８０％を集積する目標であります。

世紀の大事業である農地の利用集積を可能ならしめるためには、委員会の果

敢なる情熱と行政指導や各関係機関のご支持とご協力を賜りますように宜しく

お願いいたします。

常任会議員会議結果（２３年１１月～１２月）

１．議 事

農地法第４条第３項及び第５条第３項の規定による佐賀県知事等からの諮

問案件について審議した結果、下記のとおり「許可相当」として意見答申す

ることに決定。

( )第３７５回（１１月２８日）1
・第４条関係： 件、 ㎡ 第５条関係： 件、 ㎡19 31,411 59 35,485

( )第３７６回（１２月２６日）2
・第４条関係： 件、 ㎡ 第５条関係： 件、 ㎡17 12,782 27 25,925

２．報告事項等

【１１月】

( )第２１回農業委員統一選挙後における農業委員会の体制等について1
( )軽油取引税の課税免除措置の存続を求める意見書について2
( )第２回「農の雇用事業」募集について3
( )農地法第３条の一部改正について4
( )耕作放棄地全体調査要領改正のポイントについて5
( )その他6

【１２月】

( )平成２４年産米の市町別の生産数量目標について1
( )会計実地検査の視点と今後の対応について2

今後の行事予定

（ 「 」）・１月１０日 農業者年金加入推進研修会 佐賀市 四季彩ホテル千代田館

・１月３０日 第３７７回常任会議員会議

・２月８日～９日 福岡・佐賀稲作経営者研修会

・２月２６日 女性農業委員研修

・２月２８日 第３７８回常任会議員会議
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全国農業新聞の普及推進

○平成２３年度目標部数 ２，４００部（９１３部の純増）

○現 状

２４年１月現在→１，７７５部
２３年度目標達成まで６２５部が不足
※２４年３月までの純増目標９１３部に対し、１月現在２８８部( )に31.5%
止まっています。

○本年度の目標（２，４００部）達成までには、６２５の増部が必要！！

２４年２月２９日までに「農業委員１人・２部獲得」運動を再展開

２，４００部の目標達成にご協力を！！

月からの 月からの4 4
増 部 数 増 部 数市町名 部数 市町名 部数

佐 賀 市 ２５４ ７８ 伊万里市 ９９ ７
神 埼 市 １０１ ２１ 有 田 町 ２１ ０

６９ ３ 武 雄 市 ９２ －４吉野ヶ里町

鳥 栖 市 ４９ １２ 大 町 町 ３１ ３
基 山 町 ２９ ７ 江 北 町 ７４ １０
みやき町 ６２ ２１ 白 石 町 ７８ ２３
上 峰 町 ２２ １ 鹿 島 市 ８２ ４
多 久 市 ５４ ９ 太 良 町 ４４ ０
小 城 市 １１９ ３０ 嬉 野 市 ７９ －２
唐 津 市 ２０７ ８ 農業会議 １５１ ４５
玄 海 町 ５８ １２ 計 １ ７７５ ２８８,

全国農業図書 新刊紹介

○２０１２年 農業委員活動記録セット

記録簿６４ページ、相談カード３０枚 定価５００円
農業委員さんの日常活動（農家相談や遊休農地の解消など）の記録に最

適です。新年からの活動に不可欠なこの記録セット。全農業委員が活用し
ましょう！！

○２０１２年 農業委員手帳

ポケット判 定価６００円
農業委員の必携手帳。農業委員会法のほか、農地法、農業経営基盤強化

促進法等の許可基準などのポイントや農業者年金関係資料、最新統計を掲
載しています。

会計実地検査で農業委員の活動記録簿の提示が求められております。

※上記の図書は農地制度実施円滑化事業費で対応可能。

お申し込みは、農業会議へお願いします。


